
（参 考）
～Ｈ20.7.31

非常勤特別嘱託員 141,940 151,000

非常勤若年特別嘱託員 202,100 215,000

非常勤再任用継続嘱託員 113,740 121,000

教育専門員 94,940 101,000

６％減額

（単位：円）

Ｈ20.8.1～ 改定率

【当局提案】

平成20年5月22日

新たな人件費削減の取組みについて提案

１ 提案理由

本府においては、職員給与の削減を含め、これまで様々な財政再建に係る取組みを実施し

てきたが、本府財政は依然として危機的な状況にある。このような状況のもと、財政非常事

態宣言を行い、減債基金からの借入れや借換債の増発といった従来の手法によることなく、

「収入の範囲内で予算を組む」原則を徹底するため財政再建プログラム案を策定することと

したところである。人件費についても、これまでの抑制措置に加え、新たに下記項目を実施

して削減に向けて取組むものである。

２ 提案項目

（１）給料の月額の減額（詳細は別紙１）

【実施内容】

給料の月額を次の区分に従い減額する。

① 管理職（部長級以外。再任用職員、第一号任期付研究員及び特定任期付職員を

含む。） １２％減額

② 管理職以外の職員 １０％減額

ただし、 ア 再任用職員以外の職員にあっては、若年層をはじめ、級号給に

より４～８％の減額率を設定する。

イ 再任用職員にあっては、６％の減額率とする。

ウ 第二号任期付研究員にあっては、号給により６～８％の減額率

とする。

【実施期間】

平成20年8月支給分～平成23年3月支給分まで

（２）退職手当の減額及び特別退職加算等の一部廃止

【実施内容】

① 退職手当の支給額を５％減額する。

② 特別退職措置について、対象職員を現行の50歳以上から55歳以上（定年年齢が

65歳の職員は現行の55歳以上から60歳以上）に改める。

（詳細は別紙２）

【実施時期】

平成20年8月1日以降に退職した者に係る退職手当から適用する。

なお、①については、当分の間の措置とする。

（３）その他の諸手当の見直し

【実施内容】

① 持ち家に係る住居手当の見直し

現行月額4,600円（期限なし）を国に準じ月額2,500円（新築又は購入後5年間

限り）に改める。

また、単身赴任手当受給者の持ち家に係る住居手当を廃止する。

② 通勤手当の見直し

交通用具使用に係る「通勤不便者」及び「身体障がい者」の区分を廃止すると

ともに、使用距離45km以上の支給額を国に準じ改める。

（詳細は別紙３）

また、交通用具に係る通勤手当の支給要件を交通用具の使用距離１ｋｍ以上か

ら国に準じ２km以上に改める。

【実施時期】

①については平成20年8月1日、②については平成20年10月1日

（４）旅費制度の見直し（詳細は別紙４）

【実施内容】

①内国旅行に係る見直し

ⅰ 日当、食卓料及び旅行雑費を廃止する。なお、日当の廃止に伴い、地域内巡回

交通費については実費を支給する。

ⅱ 旅行中宿泊料の額を夕・朝食相当額（2,200円）を減じた額とする。

② 外国旅行に係る見直し

死亡手当の支給額について、職務の級による区分を廃止し、1区分（49万円）に

統合する。

【実施時期】

平成20年８月１日

（５）非常勤職員の雇用単価の見直し

【実施内容】

非常勤職員の雇用単価については、常勤職員の給料の月額の減額率に準じて改定する

こととし、このうち、非常勤特別嘱託員、非常勤若年特別嘱託員、非常勤再任用継続嘱

託員、教育専門員については、次のとおりとする。

なお、従来、雇用単価は千円単位としていたが、今回は、改定率の誤差を抑制するた

め、十円単位とする。

【実施時期】

平成20年８月１日

（６）職員運動広場及び職員健康増進施設の廃止（詳細は別紙５）

【実施内容】

職員運動広場（多目的グランド、テニスコート）及び職員健康増進施設（体育室、武

道室）を廃止する。

【実施時期】

平成20年８月１日
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。



【行政職給料表】 【医療職給料表（一）】

級　号　給 減額率 級　号　給 減額率

１級９１号給以下 １級２７号給以下

２級３３号給以下 ２級　３号給以下

３級１１号給以下 　１級２８号給以上

　１級９２号給以上 　２級　４号給以上　２級４９号給以下

　２級３４号給以上 　２級５０号給以上　２級８９号給以下 8%

　３級１２号給以上　３級７４号給以下 　２級９０号給以上 10%

　　　　　　　　　　４級３７号給以下 【医療職給料表（二）】

　　　　　　　　　　５級２３号給以下 級　号　給 減額率

　　　　　　　　　　６級　９号給以下 １級　全号給

　３級７５号給以上 ２級４２号給以下

　４級３８号給以上 ３級１９号給以下

　５級２４号給以上　５級６９号給以下 ４級　２号給以下

　６級１０号給以上　６級３６号給以下 　２級４３号給以上

　５級７０号給以上 　３級２０号給以上

　６級３７号給以上 　４級　３号給以上　４級７７号給以下

【研究職給料表】 　　　　　　　　　　５級３３号給以下

級　号　給 減額率 　４級７８号給以上

１級８１号給以下 　５級３４号給以上　５級７３号給以下

２級３５号給以下 　５級７４号給以上 10%

　１級８２号給以上 【医療職給料表（三）】

　２級３６号給以上 級　号　給 減額率

　　　　　　　　　　３級４１号給以下 １級　７０号給以下

　　　　　　　　　　４級１５号給以下 ２級　４９号給以下

　３級４２号給以上 ３級　１９号給以下

　４級１６号給以上　４級４６号給以下 ４級　　２号給以下

　４級４７号給以上 10% １級　７１号給以上

２級　５０号給以上　２級１５１号給以下

【再任用職員】 ３級　２０号給以上　３級　８２号給以下

区　分 減額率 ４級　　３号給以上　４級　６０号給以下

全ての再任用職員 6% ５級　３３号給以下

２級１５２号給以上

【第二号任期付研究員】 ３級　８３号給以上

号　給 減額率 ４級　６１号給以上

１号給 6% ５級　３４号給以上　５級　７３号給以下

２号給、３号給 8% 　５級　７４号給以上 10%

6%

8%

6%

4%

6%

8%

4%

6%

8%

4%
4%

6%

8%

10%

4%

使用距離 一般 通勤不便者 身体障がい者 一般

５ｋｍ未満 2,000 ― 2,900 2,000
５km～10km 4,100 ― 6,000 4,100
10km～15km 6,500 9,400 9,400 6,500
15km～20km 8,900 12,800 12,800 8,900
20km～25km 11,300 16,200 16,200 11,300
25km～30km 13,700 19,700 19,700 13,700
30km～35km 16,100 23,200 23,200 16,100
35km～40km 18,500 26,700 26,700 18,500
40km～45km 20,900 26,700 29,900 20,900
45km～50km 23,300 26,700 33,300 21,800
50km～55km 25,700 26,700 36,800 22,700
55km～60km 28,100 28,100 40,200 23,600
60km～ 30,500 30,500 43,600 24,500

国基準

に減額

区分を廃止

【行政職給料表】

H20.8.1

～

H20.12.31

H21.1.1

～

H21.12.31

H22.1.1

～

H22.12.31

H23.1.1

～

H23.3.31

H20.8.1

～

H20.12.31

H21.1.1

～

H21.12.31

H22.1.1

～

H22.12.31

H23.1.1

～

H23.3.31

減額率 減額率 減額率 減額率 減額率 減額率 減額率 減額率

1級　1号給以上

1級75号給以下
4% 4% 4% 4%

3級59号給以上

3級62号給以下
6% 6% 6% 8%

1級76号給以上

1級79号給以下
4% 4% 4% 6%

3級63号給以上

3級66号給以下
6% 6% 8% 8%

1級80号給以上

1級83号給以下
4% 4% 6% 6%

3級67号給以上

3級70号給以下
6% 8% 8% 8%

1級84号給以上

1級87号給以下
4% 6% 6% 6% 3級71号給以上 8% 8% 8% 8%

1級88号給以上 6% 6% 6% 6%
4級　1号給以上

4級21号給以下
6% 6% 6% 6%

2級　1号給以上

2級17号給以下
4% 4% 4% 4%

4級22号給以上

4級25号給以下
6% 6% 6% 8%

2級18号給以上

2級21号給以下
4% 4% 4% 6%

4級26号給以上

4級29号給以下
6% 6% 8% 8%

2級22号給以上

2級25号給以下
4% 4% 6% 6%

4級30号給以上

4級33号給以下
6% 8% 8% 8%

2級26号給以上

2級29号給以下
4% 6% 6% 6% 4級34号給以上 8% 8% 8% 8%

2級30号給以上 6% 6% 6% 6%
5級　1号給以上

5級　7号給以下
6% 6% 6% 6%

3級　1号給以上

3級　3号給以下
4% 4% 6% 6%

5級　8号給以上

5級11号給以下
6% 6% 6% 8%

3級　4号給以上

3級　7号給以下
4% 6% 6% 6%

5級12号給以上

5級15号給以下
6% 6% 8% 8%

3級　8号給以上

3級58号給以下
6% 6% 6% 6%

5級16号給以上

5級19号給以下
6% 8% 8% 8%

H19.12.31に

おける級号給

減額期間

平成19年1月1日に在職する職員に関する減額率　早見表（別紙1－2（1）関係）

H19.12.31に

おける級号給

減額期間

H20.8.1

～

H20.12.31

H21.1.1

～

H21.12.31

H22.1.1

～

H22.12.31

H23.1.1

～

H23.3.31

減額率 減額率 減額率 減額率

5級20号給以上

5級53号給以下
8% 8% 8% 8%

5級54号給以上

5級57号給以下
8% 8% 8% 10%

5級58号給以上

5級61号給以下
8% 8% 10% 10%

5級62号給以上

5級65号給以下
8% 10% 10% 10%

5級66号給以上 10% 10% 10% 10%

6級1号給 6% 6% 8% 8%

6級2号給以上

6級5号給以下
6% 8% 8% 8%

6級6号給以上

6級20号給以下
8% 8% 8% 8%

6級21号給以上

6級24号給以下
8% 8% 8% 10%

6級25号給以上

6級28号給以下
8% 8% 10% 10%

6級29号給以上

6級32号給以下
8% 10% 10% 10%

6級33号給以上 10% 10% 10% 10%

○他の給料表については別刷

H19.12.31に

おける級号給

減額期間

 

項目 現行 改正案  
旅行雑費  

行程２km以上 交通費＋旅行雑費 
 
※旅行雑費として 1日あたり定額 200円 
※国は旅行雑費ではなく、距離区分に応じて日当

額の 1/3～日当額の全額を支給 

 
 
行程 2ｋｍ
以上 

交通費 

 

●旅行雑費

の廃止 

日当、 
食卓料、 
宿泊料の

額 

 
区 分 指定職等

以外 

日 当 2,200 
甲地方 10,900 旅行中 

宿泊料 乙地方 9,800 
甲地方 8,700 

 
宿泊料 

赴任後 
宿泊料 乙地方 7,600 
食卓料 2,200 

 
 

 
甲地方 8,700 宿泊料 
乙地方 7,600  

●日当の廃

止 
●食卓料の

廃止 
●旅行中宿

泊 料 か ら

夕・朝食相当

額を減額 
 

【当局説明資料－別紙１－２】

減額率については、下の職員の区分に応じて定める級号給を基に下表を適用する。

（※下表は左に掲載）

（１）平成19年1月1日に在職する職員

平成19年12月31日現在における級号給を基準とし、同日後の各年の昇給日にそれぞれ４号

給（標準の号給）昇給したと仮定した場合に得られる級号給を基に、下表を適用

（２）平成19年1月2日から平成19年12月31日までの間に採用された職員

①平成20年8月1日から同年12月31日までの間については、実際に受けることとなる級号給を

基に下表を適用

②その後については、①の級号給を基準とし、各年の昇給日にそれぞれ４号給昇給したと仮

定した場合に得られる級号給を基に、下表を適用

（３）平成20年1月１日以後に採用された職員

①採用の日から、最初の昇給日から１年を経過する日までの間については、実際に受ける級

号給を基に下表を適用

②その後については、採用の日後最初の昇給日において受けることとなる級号給を基準とし、

同日後の各年の昇給日にそれぞれ４号給昇給したと仮定した場合に得られる級号給を基に、

下表を適用

（４）第二号任期付研究員

実際に受ける号給

■減額される「給料の月額」とは、本給及び調整額であり、当局は諸手当の算定基礎には反映

させないと説明。地域手当や期末手当などの算定は減額前の額を基礎として計算するとしてい

る。（例：本給30万円６％カットの場合、給料は28万2千円、地域手当3万円）

■級号給によりカット率を設定しているが、当局は査定昇給により標準を超える昇給者が高い

カットを受ける逆転現象を防止するためとして、平成19年12月31日現在における級号給を基準

として３年間のカット率を年度ごとに確定させる手法をとっている。したがって、向こう３年

間のカット率は「速見表」のとおり固定されることとなる。このカット率は標準を超える昇給

や昇格をしたとしても変更されず、管理職に昇任した場合は管理職のカット率を適用するとし

ている。

■カット率の設定について、当局は２０歳台から１０歳刻みを念頭に設定したと説明。

■退職手当の５％カットについて
当局は、カットの期間については「当分の間の措置」とし、その終期を明らかにしていない。

■特別退職措置の見直しについて
年度末（１月～３月）に申し出によりいわゆる勧奨退職となる特別退職措置の対象年齢を狭め、

５０～５４歳職員は同時期に退職を申し出ても自己都合となり、加算措置も受けられないこと

となる。

【現行】

対 象：５０歳から５９歳までの職員（定年が６５歳の場合は５５歳から６４歳）

適用条項：５条から５条の３まで

【改正案】

対 象：５５歳から５９歳までの職員（定年が６５歳の場合は６０歳から６４歳）

適用条項：５条から５条の３まで

※５４歳（定年が６５歳の場合は５９歳）以下の職員が自ら退職を申し出る場合には、

退職手当条例第3条（自己都合の場合の退職手当）を適用する。

■通勤手当の見直し

下表のとおり、「通勤不便者」及び「身体障がい者」の区分を廃止するとともに、４５km以上の

支給額を国基準に合わせて引き下げるとしている。

■支給要件の見直し

使用距離を１km以上から２km以上に見直すことより、例えば最寄り駅まで２km以上の距離がなけ

れば交通用具使用に係る通勤手当は支給されなくなる。

■旅費制度の見直し

■作業員・賃金職員等について

４％カットを基本に各単組に別途提案する。


